
下記のとおり見積徴収を行いますので、見積書を提出されるようお願いします。

物 件 名 等

注意事項

見 積 依 頼 書

見積提出期限

及 び 場 所

見積書宛名

納 入 期 限

１　指定日時までに提出されない場合は、見積をご辞退されたものと解釈させていただきま

　す。

２　会社にあっては社印、代表者印を、個人についても記名捺印をお願いいたします。

加賀市長　宮元　陸

加賀山中温泉財産区（山中郵便局内）納 入 場 所

落 札 方 法

第 0000360 号伺 番 号

「菊の湯」利用券（三温泉共通期間利用券、定期利用券）

加賀市役所　総務部　管財課

令和 7 年 日月1 30 11 時 30 分午前

令和 7 年 日月3 19

総価落札

加 賀 市 長

令和 年 月 日

(担当　総務部管財課)

7 1 29
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「菊の湯」利用券（三温泉共通期間利用券、定期利用券）

令和 年度6

印刷製本（単位：枚）

別紙仕様書のとおり

枚580

002-002-000



印 刷 仕 様 書  
 

加賀山中温泉財産区 

件 名 「菊の湯」利用券（三温泉共通期間利用券、定期利用券） 

紙 質 

別添（見本）のとおり 

※四六判 110㎏の用紙を利用すること。 

※再生利用しにくい加工がほどこされていないこと。 

印 刷 別添（見本）のとおり 

規 格 1 枚あたり 57.0 ㎜×86.0 ㎜ 10 枚/シート   

形 状 別添のとおり 両面 

数 量 
５８０シート 

（期間券２，８００枚、定期券３，０００枚） 
校 正  要 否 

納入期限 
(１期)令和７年３月１０日 

(２期)令和７年３月１９日 
納入場所 

加賀山中温泉財産区 
（山中郵便局内） 

その他連絡事項                   （ 校正担当者 西山 ） 

※縦 57.0 ㎜×横 86.0 ㎜の券面を 10 人分（2 列 5 行）に配置し、裁ち落とし部分を含
めて A4 サイズに印刷すること。（ただし、予備以外の大多数は個別に裁断し納品。
別紙見本を参考） 

※印刷色：三温泉共通期間利用券：紫系、定期利用券：黄緑系 

※印刷文字：黒、赤  

※印刷面：（表）「菊の湯女湯」の写真データ画像を全面配置、文字（裏）黒文字のみ 

※空間配置、背景等については市と相談及び調整を行うこと。 

※市より差し込み用データ（「湯札番号」、「年齢区分」、「期限」、「氏名」、「年

齢」）を「券種」、「性別」ごとに渡す（記憶媒体等を使用）ので、差し込み印刷した

上で、裁断（10 分割）すること。この工程を２期に分けて依頼するものとする。 

※差し込み印刷する利用券には、性別を○男：黒色、○女：赤色で印刷する。 

女性の文面のみ、赤色の横線を入れること。 

※差し込み印刷した利用券は、「券種」、「性別」ごとに分け、裁断された状態での納品

すること。 

※差込データが無い残数については別紙見本のように「券種」、「性別」ごと（４種類）

に印刷、裁断して納品すること。（予備として各５枚は裁断せずシートのまま） 

※発注業務にかかる特許等を使用する場合は、受注業者において実施許諾を受けてい

ること。なお、受けている場合は許可番号を表示すること。 

※納入に際しては、必ず原稿（見本）を添え、納品書に受領者印をもらうこと。 

※納入期限は厳守すること。万一期限内に納入出来ない事情が発生したとき、または、

発生する恐れがあるときは、必ず担当課へ連絡して了解を得ること。 

※情報セキュリティの確保及び個人情報の取扱いに関する特記仕様書を遵守するこ

と。 

 

【紙質見本は管財課にあります】













別紙：見本 

 

◯変更箇所 

 ・➏を❼とする。 

 ・期間利用券２８０シート分、定期利用券３００シート分（男女の区別） 

 ・背景写真、色については、後日、協議の上で決定する。 

 （○案  背景画像：菊の湯女湯の写真、定期券色：黄緑色、期間券：紫色） 

 

 



裏面文面は以下のとおり。（R6 年度券から変更あり 「山中温泉支所」を削除他文言修正 

 

 

「三温泉共通期間利用券」 

注    意 

一、 入浴する場合は、本券を必ず係員に提示してください。なお、別途利用料金として、

12 歳以上の方は 150 円、6歳から 11 歳までの方は 50 円が必要です。 

一、 本券の使用は記名人のみとします。他人に貸与した場合には没収して以後交付はい

たしません。 

一、 記名人が死亡または利用券が不用になった時は、直ちに加賀山中温泉財産区へ返還

してください。 

一、 本券を紛失または汚損した時は、速やかに加賀山中温泉財産区に届け出て、再交付

を受けてください。 

一、 本券の交付に係る利用料金は返還いたしません。 

加賀山中温泉財産区 

 

 

「定期利用券」 

注    意 

一、 入浴する場合は、本券を必ず係員に提示してください。なお、山代・片山津温泉の

総湯へ入浴する場合、別途利用料金として、12 歳以上の方は 150 円、6歳から 11 歳ま

での方は 50 円が必要です。 

一、 本券の使用は記名人のみとします。他人に貸与した場合には没収して以後交付はい

たしません。 

一、 記名人が死亡または利用券が不用になった時は、直ちに加賀山中温泉財産区へ返還

してください。 

一、 本券を紛失または汚損した時は、速やかに加賀山中温泉財産区に届け出て、再交付

を受けてください。 

一、 本券の交付に係る利用料金は返還いたしません。 

加賀山中温泉財産区 
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情報セキュリティの確保及び個人情報の取扱いに関する特記仕様書 

 

(法令等の遵守) 

第1条 受託者(以下「乙」という。)は、委託業務において機密性の高い情報資産又は個人情

報を取り扱う場合においては、個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。以下「法」

という。)及び法に基づく政令、省令その他の規程並びに加賀市(以下「甲」という。)の定

める情報セキュリティポリシー(加賀市情報セキュリティ規程(令和3年加賀市訓令・教育委

員会訓令・選挙管理委員会訓令・監査委員訓令・公平委員会訓令・農業委員会訓令・固定資

産評価審査委員会訓令・病院事業訓令・消防本部訓令・議会訓令第1号)及び加賀市情報セ

キュリティ対策基準及び実施手順をいう。以下同じ。)に基づき、本情報セキュリティの確

保及び個人情報の取扱いに関する特記仕様書(以下「特記仕様書」という。)を遵守しなけ

ればならない。 

 (定義) 

第2条 特記仕様書において使用する用語の意義は、特に定めがあるもののほか、法及び情報

セキュリティポリシーで使用する用語の例による。 

(責任体制の整備) 

第3条 乙は、情報セキュリティの確保及び個人情報の取扱い（以下「情報セキュリティの確

保等」という。）について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持しなければな

らない。 

(作業責任者等の届出) 

第4条 乙は、機密性の高い情報資産であって甲が指定するもの及び個人情報(以下「情報資

産等」という。)の取扱いに係る作業責任者及び作業従事者を定め、甲からの求めに応じ、

書面(電磁的記録を含む。以下同じ。)により報告しなければならない。 

２ 乙は、作業責任者又は作業従事者を変更する場合は、事前に書面により甲に申請し、そ

の承認を得なければならない。 

３ 作業責任者は、特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を監督しなけ

ればならない。 

４ 作業従事者は、作業責任者の指示に従い、特記仕様書に定める事項を遵守しなければな

らない。 
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(作業場所の特定) 

第5条 乙は、情報資産等を取り扱う場所(以下「作業場所」という。)を定め、甲からの求め

に応じ、業務の着手前に書面により報告しなければならない。 

２ 乙は、作業場所を変更する場合は、事前に書面により甲に申請し、その承認を得るもの

とする。 

３ 乙は、甲の事務所内に作業場所を設置する場合は、作業責任者及び作業従事者に対して、

乙が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名が分かるようにしなければならない。 

(教育の実施) 

第6条 乙は、情報セキュリティの確保等に対する意識の向上、特記仕様書における作業従事

者が遵守すべき事項その他本委託業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、作業従事者

全員に対して実施しなければならない。 

 (守秘義務) 

第7条 乙及びその従業員（従業員であった者を含む。）は、本委託業務の履行により直接又

は間接に知り得た情報資産等を第三者に漏らしてはならない。契約期間満了後又は契約解

除後も同様とする。 

２ 乙は、本委託業務に関わる作業責任者及び作業従事者に対して、秘密保持に関する誓約

書を提出させるものとする。 

(再委託) 

第8条 乙は、本委託業務を第三者へ委託(2以上の段階にわたる委託を含む。以下「再委託」

という。)してはならない。 

２ 乙は、本委託業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、再委託先の名称、

再委託する理由、再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先に

おける安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明

確にした上で、業務の着手前に、書面により再委託する旨を甲に申請し、その承認を得な

ければならない。 

３ 前項の場合においては、乙は、再委託先に特記仕様書に基づく一切の義務を遵守させる

とともに、甲に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとす

る。 

４ 乙は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法につ
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いて具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、再委託先に対して本委託業務を委託した場合は、その履行状況を管理・監督する

とともに、甲の求めに応じて、管理・監督の状況を甲に対して適宜報告しなければならな

い。 

(派遣労働者等の利用時の措置) 

第9条 乙は、本委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場

合は、正社員以外の労働者に特記仕様書に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 乙は、甲に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負う

ものとする。 

(情報資産等へのアクセスの許可等) 

第10条  乙は、本委託業務に係る情報資産等を情報システムにより取り扱う場合は、アクセ

ス許可及びアクセス時の情報セキュリティ要求事項並びにアクセス方法の監視及び管理を

行わなければならない。 

 (個人情報の取得) 

第11条 乙は、本委託業務の遂行にあたって個人情報を取得するときは、業務を履行するた

めに必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により取得しなければならない。 

(情報資産等の管理) 

第12条 乙は、本委託業務において利用する情報資産等を保持している間は、次の各号の定

めるところにより、情報資産等の管理を行うものとする。 

(1) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に情報資産

等を保管すること。特に個人情報その他の重要な情報については、暗号化、パスワード

の設定、個人情報の匿名化、アクセス制限等の必要な措置を講じなければならない。 

(2) 情報資産等を定められた場所から持ち出さないこと。 

(3) 情報資産等を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等

以上の保護措置を施すこと。 

(4) 事前に甲の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ、業務に必要最小限の範囲で行う

場合を除き、情報資産等を複製又は複写しないこと。 

(5) 情報資産等を移送する場合(電子データで送信する場合等を含む。)は、移送の方法を

明確にし、甲に報告すること。 
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(6) 情報資産等を電子データで保管する場合、当該データが記録された媒体及びそのバッ

クアップの保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。 

(7) 情報資産等を管理するための台帳等を整備し、情報資産等の利用者、保管場所その他

の情報資産等の取扱いの状況を当該台帳等に記録すること。 

(8) 情報資産等の紛失、漏洩、改ざん、破損その他の事故(以下「情報資産等の漏洩等の事

故」という。)を防ぎ、機密性、完全性及び可用性の維持に責任を負うこと。 

(9) 作業場所に、作業従事者の私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込

んで、情報資産等を扱う作業を行わせないこと。 

(10) 情報資産等を利用する作業を行うパソコンに、情報資産等の漏洩につながると考え

られる業務に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

(提供されるサービスレベルの保証) 

第13条 乙は、本委託業務において情報システムを使用する場合においては、当該情報シス

テムの信頼性の確保等の品質を維持するため、甲が必要とする場合は、サービスレベル(可

用性及び完全性)を保証する内容を提示しなければならない。 

(ネットワーク、情報システム等の使用) 

第14条 乙は、本委託業務の遂行にあたって、甲の管理するネットワークに乙の情報機器を

接続し、又は甲の管理する情報システムの端末を利用する場合は、あらかじめ甲の指示に

従い必要な事務手続を行わなければならない。 

２ 乙は、前項のネットワークに接続した情報機器又は情報システムの端末について、業務

遂行の目的以外の目的で利用してはならない。 

３ 乙は、第1項のネットワークに接続した情報機器については、適正な使用を行うとともに、

特に第三者に使用させないよう適切に管理しなければならない。ただし、あらかじめ甲の

承認を得て第三者に使用させる場合は、この限りでない。 

４ 乙は、第1項のネットワークに接続した情報機器について、前項に定めるもののほか、情

報セキュリティを確保するための必要な安全対策を講じなければならない。 

５ 甲は、乙が前項までの規定に違反した場合には、ネットワークからの情報機器の切断、

情報システムの利用停止等の措置をとることができる。この場合において、乙の業務の円

滑な遂行に支障が生じることがあっても、甲はその責任を負わない。 

(情報資産等の目的外利用及び第三者への提供の禁止) 



 

5 

第15条 乙は、本委託業務において利用する情報資産等について、本委託業務以外の目的で

利用してはならない。また、甲に無断で第三者へ提供してはならない。 

(受渡し) 

第16条 乙は、甲からの情報資産等の受渡しに関しては、甲が指定した手段、日時及び場所

で行った上で、甲に預り証その他の情報資産等の受領を証する書面を提出しなければなら

ない。 

(情報資産等の返還又は廃棄) 

第17条 乙は、本委託業務の終了時に、本委託業務において利用する情報資産等について、

甲の指定した方法により、返還又は消去若しくは廃棄を実施しなければならない。 

２ 乙は、本委託業務において利用する情報資産等を消去又は廃棄する場合は、事前に消去

又は廃棄すべき情報資産等の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を

書面により甲に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 乙は、情報資産等の消去又は廃棄に際し甲から立会いを求められた場合は、これに応じ

なければならない。 

４ 乙は、本委託業務において利用する情報資産等を廃棄する場合は、当該情報が記録され

た電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該情報資産等を判読不可能とするのに必要な措

置を講じなければならない。 

５ 乙は、情報資産等の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者名及

び消去又は廃棄の内容を記録し、書面により甲に対して報告しなければならない。 

 (情報資産等の取扱い状況の報告) 

第18条 乙は、情報資産等の取扱いの状況について、定期的に、又は甲からの求めに応じて

直ちに報告しなければならない。 

(監査及び検査) 

第19条 甲は、本委託業務に係る情報資産等の取扱いについて、特記仕様書の規定に基づき

必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、乙及び再委託先に対して、

監査又は検査(甲による監査又は検査が困難な場合にあっては、第三者又は第三者監査に類

似する客観性が認められる外部委託事業者の内部監査部門による監査、検査又は国際的な

セキュリティの第三者認証(ISO/IEC27001等)の取得等の確認を含む。）を行うことができる。 

２ 甲は、前項の目的を達するため、乙に対して必要な情報を求め、又は本委託業務の処理


